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は じ め に

本稿は，天野倫文著『東アジアの国際分業と日本

企業──新たな企業成長への展望──』（有斐閣

２００５年。以下，本書）における基本的主張と実証的

根拠の検討を通じて，その研究上の意義を検討する

ことを目的としている。本書は，日本企業が東アジ

アの国際分業に積極的に関わることによって，日本

国内においても空洞化を回避して成長を遂げられる

と主張している。

先行研究の影響を強く受けたか，あるいは，類似

した命題と考えられる仮説を提示するときには，そ

の先行研究を引用すべきであるが，本書においては，

その点が十分に行われているか否かに関して疑義が

ある。本書において引用が欠落していると認められ

る先行研究は，小島（１９７１；１９８１；１９８５；１９８９；

２００４）の一連の著作である。それらの著作で繰り返

されてきた主張について，本書は言及しておらず，

あたかも本書におけるオリジナルな主張であるかの

ように叙述している。この点を，本稿第Ⅰ節で詳し

く検討する。

この引用についての不備とともに，研究上の問題

点が３点ある。その第１は，本書による理論分析の

問題点であり，第２は実証研究の手続きと解釈であ

る。本稿第Ⅱ節および第Ⅲ節では，それらの問題点

を説明する。第３は，本書においてみられる誤訳，

誤引用，誤字・誤植についてである。これらの誤訳，

誤引用，誤字・誤植が，たんなる編集上のミスにと

どまるものではなく，適切な研究上の手続きを踏ま

なかったために生まれている可能性をもつことを第

Ⅳ節において指摘する。

本書は研究書として大部であり，その大量の文章

表現に埋もれた問題点を理解することは必ずしも容

易な作業ではない（注１）。本書には，すでに研究書と

しての賞も与えられている（注２）が，以下に述べるよ

うな問題点を含む著作に高い評価が与えられる日本

の社会科学の研究発表方法について問題を提起し，

本稿のむすびとしたい。

Ⅰ 研究の「鍵概念」

１．小島清の先行研究

本書第１章および第２章では，国際分業と企業成

長の論理として，（１）立地優位性の追求，（２）分業の

経済的便益の獲得，（３）本国側の比較優位創出，（４）

産業集積における関係構築という４つの「鍵概念」

を用いる，という。

このなかで，先行研究の引用が不十分であると認

められ，かつ，引用すべき先行研究を特定できるの

は，（３）企業の海外事業拡大によって本国と投資先

国との間に比較優位が創出される，という命題であ

る。すなわち，本書によれば，「第３の鍵概念は，『本

国の比較優位創出』である。海外生産シフトは一方
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で産業空洞化の危機をもたらす。しかし他方で，成

長する市場や豊富な資源機会を有する国や地域への

国際化は，本国側の事業構造をも抜本的に変革する

重要な機会を提供する」（３１ページ）という。また，

「日本企業にとって，東アジアへの国際化は，国際

的な成長の機会であると同時に，国際分業を通じて

本国事業の再編と事業全体の効率化を図る転機とな

った」（６１ページ）という。この「鍵概念」には引

用がない。そして，あたかも独自の視点であるかの

ように本書全編を貫いて主張される。しかし，上記

と同様の主張は，小島（１９７１）によって提出されて

おり，その後３０年以上にわたり小島自身による多数

の著作によって繰り返し主張されてきた論点である。

小島（１９７１）は，次のように指摘している。「ア

メリカ型とくらべた日本の海外直接投資の第二の基

本的特色は，きわめて貿易指向的であり，あくまで

国民経済活動の一環として，比較優位構造の高度化

を促進する担い手として，企業進出が行われている

ことである。日本は比較優位が既に強いか，強まり

つつある重化学工業や技術集約産業は輸出の増強に

専念させ，逆に比較優位を弱化しつつある労働集約

産業を，直接投資によって低開発国に積極的に移植

し委譲していこうとしている」（７１０ページ）。

本書は，以下のように述べる。「国際分業の重要

な機能の１つは，優位性を失った業務分野を後発国

にシフトさせて立地適正（原文のまま──引用者）

を回復させるとともに，国内の経営資源をより生産

性の高い分野に振り向けることで，全体の効率性を

回復させることである」（６６ページ）。

さらに，日本の貿易拡大についての主張も類似し

ている。「日本の海外直接投資の大部分は，順貿易

志向的であるので，国内雇用には中立的かプラスの

効果があり，国民経済効率向上と成長持続に貢献し

ている」［小島１９８９，７５］という叙述と，「海外生

産シフトを空洞化の原因として捉えるばかりでなく，

国際分業を通じて本国の比較優位創出を促し，ひい

てはアジアのネットワークの中で，新たに比較優位

を持つ分野を伸ばしていく契機と捉えることができ

る」（本書３２ページ）という叙述の意味内容は類似

している。

本書は，実証研究のまとめの部分として，以下の

ように述べている。「その結果，独自の分析結果が

幾つか明らかになった。まず第３節の分析結果によ

れば，日本企業は東アジアに生産をシフトするプロ

セスでも，現地と本国の間で，補完関係や棲み分け

関係を形成しており，その関係が，企業内貿易の拡

大や本国側の売上・生産の増加にも寄与しているこ

とが明らかになった」（１３９ページ）。すでに小島

（１９８５）には，「一つの生産プロセスについて幾つ

かのプロセスがあるが，その中の労働集約的な生産

プロセス部分を賃金の割安な国に移すこと」を「国

際的工程分業」［小島１９８５，１８］であると指摘しつ

つ，「日本の対アジア（より一般的には，対開発途

上国）直接投資は，順貿易志向的（pro−trade oriented）

に順を追って行われ，投資国とホスト国双方の経済

発展と貿易拡大を促進するように，成功裏に行われ

てきたと評価できる」［小島１９８５，１１７］，とある。

本書は，「東アジアに向けた直接投資の進展過程

で，この地域の国際貿易は大幅な伸びを示している。

現地の地場企業の成長や，現地子会社の事業拡大に

よって，現地側から本国に向けた製品輸出が増加し

ている。他方，本国側から現地に向けて中間財や素

材，資本財などの輸出，さらには技術やサービスの

輸出が増加する傾向がある」（６７ページ）と述べて

いる。小島（１９８５）は，「開発途上国に直接投資を

通じて順次，諸工業が移植され，教師の役割を果た

しおえて段階的移譲をすると，究極の姿はどうなる

であろう。直接投資は撤収されるが，各国に植えつ

けられた生産力を基盤として，自由な貿易だけが残

り，反映するということになろう」［小島１９８５，１９］

と記している。すなわち，小島（１９８５），本書とも

に，海外直接投資による貿易拡大の効果を強調して

いる。

２．本書における小島の著作の引用

以上に比較した小島（１９７１；１９８１；１９８５；１９８９；

２００４）の主張は，小島によって長年にわたって主張

され続けてきたものであり，日本の直接投資研究を

サーベイすれば，容易に目にすることができるはず

のものである。しかし，本書は，直接投資を通じた

比較優位の創出という論点について小島の該当著作
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を引用していない。では，小島の著作をすべて引用

していないのかといえば，そうではない。

本書は，小島の著作を２冊引用している。その１

冊は１９５８年に出版された『日本貿易と経済発展』で

あり，他の１冊は６８年に出版された島野卓爾・渡部

福太郎との共著『経済成長と貿易構造』である。こ

の２冊は，小島による貿易論であって直接投資研究

ではない。そして，本書が，小島（１９５８）と小島・

島野・渡部（１９６８）を引用するときの文脈は，比較

優位論を基礎とした貿易論としての紹介であって，

直接投資にもとづいた比較優位の創出というアイデ

アを提示してきた小島の一連の研究（小島 １９７１；

１９８１；１９８５；１９８９；２００４）ではない。

本書は，貿易論に関する小島（１９５８），小島・島

野・渡部（１９６８）を紹介したのちに，「国際貿易の

メカニズムを原動力として国や地域の経済発展を説

明する伝統的アプローチは，東アジア諸国の国際分

業が企業の直接投資を中心に形成されるようになっ

てきた今日，限界を有していることも事実である」

（２６ページ）と述べる。本書は，小島（１９５８），小

島・島野・渡部（１９６８）における国際貿易による立

論を批判しつつ，本書による分析視角の独自性を強

調しているのである。しかし，小島（１９７１；１９８１；

１９８５；１９８９；２００４）は，直接投資と国際分業パター

ンとの関係を一貫して探求してきた（注３）のであって，

本書による主張，すなわち，直接投資が「新たに比

較優位を持つ分野を伸ばしていく契機と捉えること

ができる」（本書３２ページ）という見解は３０年以上

前から小島によって繰り返し主張されてきた内容な

のである。

吉原（２００６）は本書への書評において，「本書の

論点ないし主張は，かならずしも著者のオリジナリ

ティというわけではない。似たような主張や事実発

見は，これまでにもみられたといってよいだろう。

著者のすぐれている点は，これらの論点と主張を理

論的な枠組み・概念にもとづいて議論していること

であり，また，多面的な実証分析からの発見事実と

して提示しているところにある」と判定している（注４）。

本書には，小島（１９７１；１９８１；１９８５；１９８９；２００４）

による主張と重なり合う点が多い。しかし，先行す

る研究の「論点と主張」を紹介し，検討するという

作業が欠落しているものと認められる。

本書３４～３５ページにわたって記載されている４つ

の「鍵概念」についてみると，吉原（２００６）の指摘

するとおり，新たな仮説と主張しうるものはない。

第１の立地優位性，第２の分業の便益，第３の比較

優位の創出，第４の産業集積については，それぞれ

多数の研究者が議論してきた点であり，吉原（２００６）

が述べたとおり，「本書の論点ないし主張は，かな

らずしも著者のオリジナリティというわけではな

い」ことは，強調されるべきであろう。しかしなが

ら，本書だけを読んで，その文脈に従った理解をし

ようとすれば，本書で展開されている仮説が著者の

オリジナルなものであると主張しているように読め

る箇所がある。それは，適切な注と引用が欠落して

いるからである。

本書による研究は，小島（１９５８）と小島・島野・

渡部（１９６８）を掘り起こして紹介したものの，小島

（１９７１；１９８１；１９８５；１９８９；２００４）の文献サーベイ

を怠った「うっかりミス」なのだろうか。

本書に先だって発表された深尾・天野（２００４）に

も小島単独の著作は引用されていない。ただし，深

尾・天野（２００４）には洞口（１９９７）を引用しており，

洞口（１９９７）のなかでは，小島（１９８９）をめぐる藤

原（１９８９）との産業空洞化克服論を紹介していた。

洞口（１９９７）は，直接投資による比較優位創造と，

そのことによる日本国内の産業空洞化克服論に関し

て，小島（１９８９）の立論を紹介したのである。した

がって，深尾・天野（２００４）に引用していた洞口

（１９９７）を読んでいたとすれば，小島の研究業績と

主張について天野が「知らなかった」ということに

はならないであろう。本書には，小島（１９８９）が引

用されるべきであったし，その研究成果をたどれば

小島（１９７１；１９８１；１９８５；１９８９；２００４）を検討する

必要に迫られたのではないだろうか。

吉原（２００６）によれば，本書は「多面的な実証分

析からの発見事実として提示している」ところに優

れた点がある，という。では，果たして実証分析は

適切に進められているのだろうか。本稿第Ⅲ節以下

では，実証分析を進めている各章に存在する問題点
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を指摘するが，以下第Ⅱ節において理論的概念に若

干の検討を加えておきたい。

Ⅱ 理論的概念の検討──比較優位と競争優位──

本書の想定する比較優位創出のプロセスに関する

実証研究には，基本的な限界がある。それは，本来

的に２国２財以上の国際貿易の理論として成立する

比較優位の概念を，一企業に関する事業分野転換の

論理としてもちいようとしている，という限界であ

る。この想定は，以下の各章でも繰り返し登場する。

たとえば，本書には以下のような叙述がある。

「しばしば観察されることは，比較優位分野の創

出がうまくいかない中で，比較劣位分野の海外生産

シフトのタイミングを逸するという事態である。こ

のような場合，現地側でも本国側でも市場との環境

不適合を招く可能性があり，企業が縮小均衡に陥り

かねない。むしろ多少の空洞化の危惧を恐れず，比

較劣位分野の技術移転と海外生産シフトを積極的に

行い，それを梃子にして本国側の比較優位創出と事

業構造転換を駆動していく姿勢が必要である。この

ことが結果として，空洞化を回避することにつなが

る」（１１６ページ）。

こうした叙述の理解には次のような問題が残され

る。第１に，比較劣位分野を海外に移転したとして

も，貿易利益がどのように配分されるかは交易条件

に依存することである。ここで，交易条件とは世界

全体での需給バランスで決められる貿易財の価格を

意味している。第２に，企業を単位として比較優位

説が成り立つかのような説明が行われていることで

ある。

以下では，国際貿易論における比較優位の概念と，

競争戦略論における競争優位の概念を説明するとと

もに，比較優位を獲得することが競争優位には結び

つかないことについて，やや詳しく検討したい。

本書には数理的なモデル分析がないので「比較優

位分野の創出」というプロセスがどのような仮定に

もとづいているのか明確ではないが，かりに標準的

な国際貿易論における比較生産費説を前提にしてい

るとすれば，クルーグマン＝オブズフェルド（２００１）

が説明しているような例を参考にできる。表１のよ

うな仮説例を前提とすれば，A国ではチーズ，B国

ではワインに特化した生産を行い，貿易を行うこと

によって世界全体でみた貿易利益を得ることができ

る。これは国の産業を単位とした比較優位説である。

しかし，すでに述べたように販売価格がどのように

決まるのかは，交易条件と売り手の競争条件に依存

する。

本書が想定しているのは，そうした状態において

B国のワイン製造業者がA国に直接投資を行うこと

によって，B国における３時間あたり１ガロンの生

産から，A国における２時間あたり１ガロンの生産

を行い，その製品をB国に輸入する，という論理で

あろうと想像できる。しかし，経済理論としての比

較優位説は，個別企業の競争条件を論じていない。

したがって，個別企業が国際化戦略として比較優位

説の論理にしたがった行動をとったとしても利益が

増加するとはいえない。表２には，その点を簡単な

数値例でしめした。B国のワイン生産をになう企業

は１社だけではない。したがって，A国への直接投

資を行ってワイン生産をする企業１が比較優位にも

とづいた超過利潤を獲得したとしても，企業２が追

随することによってワインの販売価格は引き下げら

れ，超過利潤が消滅する可能性がある（注５）。

チーズ ワイン

A国 １時間／ポンド ２時間／ガロン

B国 ６時間／ポンド ３時間／ガロン

（出所）クルーグマン＝オブズフェルド（２００１，２８）を
一部変更して引用。

表１ 教科書的な比較生産費説の説明
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表２には，B国の企業１と企業２がともに海外生

産をしたときの利潤を仮説例によって示した。こう

した競争関係のもとでは，各企業がどのような利潤

を獲得できるかを事前に確定することはできない。

企業１の利潤をx，企業２の利潤をyとしたとき

に，x≧３，y≧３が成り立てば，いわゆるWin−Win

の関係であり海外進出によって両社ともに国内生産

を行うのと同じか，より高い利潤を確保できる。企

業１と企業２が結託をする場合，あるいは，需要の

価格弾力性が低い市場において生産制限が行われる

場合も，これに該当する。

しかし，もしも，２≦x＜３，２≦y＜３が成り

立てば，これは囚人のジレンマゲームと同じペイオ

フの構造となる。すなわち，両企業が海外生産を行

うことが支配戦略均衡であるにもかかわらず，両企

業が国内生産にとどまっている状態よりも低い利潤

を得ることになる。多数の企業によって外国市場へ

の参入が行われて競争条件が厳しくなる状態や，バ

ンドワゴン効果とよばれるハーディング（herding）

の効果が生まれる場合も，これに該当する。

さらに，x＜２，y＜２の場合には，支配戦略均

衡は成り立たず，２つのナッシュ均衡のみが成立す

る状態になる。これは，いわゆるタカ（Hawk）・

ハト（Dove）ゲームであり（注６），純粋戦略でのナッ

シュ均衡はB国企業１の海外生産と企業２の国内生

産の組み合わせ，あるいは，B国企業１の国内生産

と企業２の海外生産の組み合わせである。

表３には，競争優位に格差がみられる企業間のタ

（単位：万円）

B国企業２

国内生産 海外生産

B国企業１
国内生産 ３，３ ２，４

海外生産 ４，２ x，y

（出所）筆者作成。
（注） B国企業１とB国企業２がワイン生産を行うことを想定している。表中xとy以外のB国企業の利得について

は，表１における１時間あたりの必要労働コストを１万円として設定し，生産費用と同額の利潤を獲得する
状態を想定している。したがってワイン１ガロンの販売価格は６万円となって生産費の倍額であり，利潤率
は１００パーセントである。また，海外生産＝国内販売をした場合には，B国企業が表１にしたがって２万円
で生産を行い，６万円で販売するために４万円の利潤を獲得すると想定した。単純化のため，輸出入に関わ
る輸送費，関税などは捨象している。

（単位：万円）

B国企業２

国内生産 海外生産

B国企業１
国内生産 ３，２ ２，３

海外生産 ４，１ １，０

（出所）筆者作成。
（注） 表２のタカ・ハトゲームの仮定から，B国企業２のペイオフについて１万円をマイナスし，x，yについて仮

定を満たす任意の値をとった。競争優位の観点からみてB国企業１よりもB国企業２のほうが低い状態を表す。

表２ 外国市場への参入による利潤

──ワイン生産の数値例──

表３ 海外参入によるタカ・ハトゲーム

──競争優位の格差が存在する場合──
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カ・ハトゲームを例示した。表２では，企業が獲得

する利得が対称的な状態を想定していたが，より蓋

然性が高いのは，市場に参入する企業に技術開発力

や，外国市場で事業を遂行していくだけの語学力と

経営ノウハウが不均等に分布している状態である。

たとえば，本書は，「新潟県中越地域の産業集積調

査における成長中堅企業群と事業規模の縮小を余儀

なくされた中小企業群の相違のように，国際分業の

メリットを自社の戦略に取り入れた企業と，その機

会を逸した企業の間に，従来にはない格差が生まれ

ている」（３１１ページ）と述べて，参入の「機会」を

強調している。本書は，すべての企業が競争優位に

かかわりなく海外進出によって高い利潤を手に入れ

る「機会」をもつかのように述べられている。しか

し，中小企業が海外生産に引き寄せられて生産を開

始しても，外国での経営の困難さや，新規工場のセ

ットアップコストのために利潤が低下する可能性も

ある。

表３の仮説例は，そうした状況を示している。B

国企業１と企業２の利得も，いわゆるタカ・ハトゲ

ームになっており，容易にわかるように，純粋戦略

に限定したときに，このゲームには支配戦略均衡は

存在しない。しかし，ナッシュ均衡は存在する。純

粋戦略でのナッシュ均衡はB国企業１の海外生産と

企業２の国内生産の組み合わせ，あるいは，B国企

業１の国内生産と企業２の海外生産の組み合わせで

ある。こうしたゲームの場合には，展開形のゲーム

によって示されるような時間的順序が重要になる。

もしも，競争力に勝るB国企業１の海外生産が先に

決定されれば，競争力に劣る企業２は海外に進出し

ても利潤を獲得できず，国内にとどまることが最適

となる。それは，B国企業２の競争優位が弱いため

に，B国企業１の海外生産による先発者の優位をく

つがえせないことによる。たとえば「新潟県中越地

域」の「中小企業群」のように海外進出の経験のな

い中小企業については，表３のような状況があては

まる。

利潤額はリスクによっても異なり，また市場構造

によっても異なる（注７）。海外生産が利潤率を高める

という数値例を設定することは容易である。しかし，

以上の議論で注目すべき理論的視点は以下の３点で

ある。繰り返しになるが，まとめておきたい。

第１は，企業を単位として国際貿易に関する比較

優位説をあてはめても，企業の利潤を推定すること

はできない。理論的には，１国を単位とした比較劣

位部門を海外に移転することによって，企業に利潤

が確保されると確言することはできない。したがっ

て，本書のように比較優位説を根拠として「海外生

産シフトを積極的に行い」（１１６ページ），国際化す

るという企業戦略を唱導することも経営戦略論とし

て誤りである。

第２に，本書が「比較劣位分野の技術移転と海外

生産シフトを積極的に行い，それを梃子にして本国

側の比較優位創出と事業構造転換を駆動していく」

（１１６ページ）というときの「梃子」という表現が

何を意味しているのか不明である。文脈からして財

務のレバレージを意味しているのではないように思

われるが，企業が戦略として具体的に何をすればよ

いのか，理解不可能である。理論的には，競争優位

のない限界的な企業が「海外生産シフトを積極的に」

行ったとしても，「本国側の比較優位創出と事業構

造転換」ができるとは想定できない。「企業」が比

較劣位分野を海外に移転することはできても，その

ことがすぐに競争優位の獲得には直結しない。その

ことは，競争優位のない限界的な企業が，国際分業

において比較優位であるか，比較劣位であるかとは

無関係である。いい換えれば，国際貿易の意味で比

較優位にある企業でも，産業内競争の意味で競争優

位を失っていることはある。

第３に，上記第２の点と重なるが，海外直接投資

を行う「企業」が新たな事業を創出することができ

る，と想定することもできない。比較劣位部門を海

外に移転したとしても，そのことによって当該企業

が国内の市場に比較優位部門を創出できると約束さ

れたものではない。また，比較優位部門と比較劣位

部門を同時に兼ね備えた多角化した企業がどの程度

存在するのかも不明である。比較劣位部門にしか事

業をもたない中小企業が，何に「転換」できるのか

曖昧である。
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Ⅲ 実証研究の問題点

１．第３章の問題点

本書による実証研究の手続きには，疑問点が多い。

本書第３章は，「市場・資源獲得型投資」と「国内

生産代替型投資」という２つの類型にもとづいて直

接投資を分類している。後者は，「円高や貿易摩擦，

高騰した本国賃金など経済発展の帰結として必然的

に生じるマイナスの環境変化を回避するために『ゼ

ロサム』ベースで行われる防衛型の投資である」（９９

ページ）と定義されている。そこには「国内生産代

替型投資」の要因として「円高」という為替リスク

が含まれている。

「国内生産代替型投資」に対置された類型として

「市場・資源獲得型投資」があり，その同じページ

には，「市場・資源獲得型投資」のデータ作成基準

が示されているのだが，そこには，「（６）為替リスク

回避」が含まれている。「国内生産代替型投資」の

要因として定義された「（６）為替リスク回避」が「市

場・資源獲得型投資」のデータに含まれていること

になる。本書第３章で行われているデータの分類作

業は，適切とはいえない。

もしも，仮に「（６）為替リスク回避」を「市場・

資源獲得型投資」のデータに含めても分析の結果に

は大きな差がないものと仮定しよう。その場合にも，

次のような問題が残されている。

本書表３―７における分析結果は，「アジア・国内生

産代替型・現地生産変化」が「実質国内生産成長率」

と統計的に有意な負の相関を有していることを示し

ている。この分析結果は，「産業空洞化」を意味し

ているのではないだろうか。そして，本書１０３ペー

ジには「国内生産代替型投資の国内生産への負の影

響に関しては，現地生産展開や製品の逆輸入によっ

て国内生産の規模を大幅に低下させている繊維産業

の影響が大きい」と記載しているものの，１０５ペー

ジの小括には，その点についてのまとめがない。そ

れらを記述しないまま，「東アジア地域に向けた投

資でも，プラスサムを志向する『市場・資源獲得型』

の投資が本国側の生産拡大や産業構造転換に重要な

役割を果たしていることがわかった。３８業種の産業

データを分析単位とした重回帰分析では，マクロレ

ベルの『産業空洞化』に関する仮説は棄却され，東

アジアに向けた投資はビジネスのパイを広げ，国際

分業を通じて本国側の構造シフトを促す重要な役割

を担うことがわかった」（１０５ページ）としている。

表３―７の分析結果が示すのは，繊維産業のように

アジアに向けて国内生産代替型の投資を行っている

産業では「産業空洞化」が起こっている，という事

実であろう（注８）。繊維産業という特定の「産業」に

おける「空洞化」が起こっていたという１０３ページ

で発見した事実を無視して，「マクロレベルの「産

業空洞化」に関する仮説は棄却」（１０５ページ）し，

自説の主張を支持する事実だけを１０５ページの「小

括」に繰り返すことには，実証研究としていかなる

意味があるのだろうか。

２．第４章・表４―５にみる研究開発費の削減

本書では，第４章において１９９５年と９９年の『海外

活動基本調査』を比較した表４―５が提示される。「表

４―５は国内拠点の諸機能の変化をみたものである

が，これによれば，研究開発活動の各領域（基礎研

究・応用研究・開発研究）や企画設計については，

多くの企業が国内向け，世界向けを含めて拡充・新

設するか，現状を維持しようとしている」（１２１ペー

ジ）と述べられている。

そののち，本書は，「以上より，日本の機械企業

は，アジアの設計・開発機能を多様化・高度化させ

ながら，本国側の機能について，（１）基礎研究や応

用研究，（２）日本向け，世界向け製品の開発・企画

・試作，（３）高付加価値品の生産活動などを拡充・

新設すると同時に，汎用品の生産などは縮小し，自

国が優位性を持てる分野を開拓しようとしている」

（１２１ページ）と述べている。

評者には，表４―５が示唆するのは，上記の引用と

まったく逆の事実であるように思われる。表４―５に

示された１９９５年と９９年のデータを比較してみると，

研究開発，設計，生産を「拡充・新設」すると回答

した企業の比率は，９９年には低下している。たとえ

ば，表４―５の示すところでは，基礎研究を「拡充・

新設」すると回答した企業の比率は１９９５年の２０．９パ
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ーセントから９９年には１５．４パーセントに，応用研究

は２６．６パーセントから１８．５パーセントに，開発研究

（世界向け）は３６．５パーセントから２７．８パーセント

に，また，開発研究（日本向け）は３６．０パーセント

から２８．９パーセントに低下している。また，研究開

発を「縮小」すると回答した企業も１９９９年が９５年を

上回っている。１９９９年には，９５年に比較して研究開

発費の削減が行われていたことを読み取るべきだと

思われるのだが，本書は自説に偏ったデータの読み

取りを行っているのではないだろうか。

３．第４章・事業構造転換の分析は妥当か

本書第４章第４節では，電子機械メーカー２５３社

をサンプルとして分析が行われている。本書は，本

国側の事業構造変化として，（１）主力事業の売上が

伸び，かつ，他事業の売上も拡大している多角的成

長型，（２）主力事業の売上が伸びているが他事業の

売上が縮小している主力事業特化型，（３）主力事業

の売上は減少したが他事業の売上を伸ばすことで減

少分をカバーしている事業転換成功型，（４）主力事

業の売上が減少しかつ他事業への転換に失敗してい

る事業転換失敗型，という４つのタイプに分類して

いる。

奇妙なことに，本書は，これら４つのグループの

うち（１）（２）（３）は，すべて事業構造の転換に成功し

たグループである，と定義している。これらは，「主

力事業の縮小を同一事業内における高度化か，もし

くは他事業への転換によって成功させており，事業

構造の転換に成功したと判断されるグループであ

る」（１２９ページ）という。本書注８には，「ここで

は，『事業構造の転換』という概念を『事業の高度

化』と『事業構造の高度化』をともに包含したもの

と捉える。主力事業の売上が伸びる背後には，主力

事業内部で『高度化』が進んでいる」（１２９ページ）

と断定している。

このように定義することによって，（２）主力事業

の売上が伸びているが，他事業の売上が縮小してい

る主力事業特化型のケースが，「事業構造の転換」

に成功したと判断されるグループに分類されること

になる。すなわち，主力事業が１００パーセントにな

った企業があったとしても，その企業は「事業構造

を転換」させたことになる。しかし，こうした分類

には疑問の余地がある。

本書が主張するように，企業レベルでの海外生産

シフトが「本国側の事業構造をも抜本的に変革する

重要な機会を提供する」（３１ページ）のであるとす

れば，（３）主力事業の売上は減少したが他事業の売

上を伸ばすことで減少分をカバーしているケース，

すなわち本書のいう「事業転換成功型」の経営パフ

ォーマンスを評価するべきであろう。１３２ページ，

表４―９において，「事業転換成功型」の修正売上変

化率はマイナス３．０パーセントであり，減少してい

ることが報告されている。そして雇用変化率もマイ

ナス３．５パーセント（１９９２～９５年），マイナス５．３パ

ーセント（９２～９６年）の減少を記録しているのであ

るが，本書の本文中には，その事実への言及がない。

要するに，本書が第１章で提起した「国際化は，

本国側の事業構造をも抜本的に変革する重要な機会

を提供する」（３１ページ）という命題が，第４章で

支持されたとは認めがたい。主力事業の売上を伸ば

している企業が，総合的に売上を伸ばし雇用を維持

しているのであって，事業構造の転換をしようとし

ている企業は，売上と雇用においてマイナスを記録

していたのである。本書が明らかにしたこの事実に

言及することなく，自説を「小括」で繰り返し主張

しているように思われる。

４．ケーススタディの解釈──第５章における引

用不足──

本書第５章の問題点は，１４９～１５９ページに至るま

での本書本文の記載が，どこまで著者のオリジナル

な研究にもとづき，どこまでが，McKendrick, Doner

and Haggard（２０００）の研究を紹介したものなのか，

判然としない部分が多いことである。図５―１，表

５―３，表５―５には，McKendrick, Doner and Hag-

gard（２０００）からの引用であることが記されている

が，１４９～１５９ページに至るまでの本文の記載につい

てはMcKendrick, Doner and Haggard（２０００）から

の引用を示す注がない。

図５―１と表５―３についてみると，記載ミスと説

明不足の点がある（注９）。図５―１は，McKendrick,

Doner and Haggard（２０００）の２６～２７ページから作
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成されたものであるが，１９７６年から９８年までのデー

タであって，本書図５―１では年がずれている。

表５―３に示された事例の多くは，McKendrick,

Doner and Haggard（２０００，９９）から抽出されたも

のであるが，いくつかの違いがある。主要な点のみ

挙げておくと，１９８４年のシーゲート・タイ，８９年の

シーゲート・マレーシア，９６年のシーゲート・タイ

については，McKendrick, Doner and Haggard

（２０００，９９）に記載されていない。逆に，１９９５年の

シーゲート・中国については，McKendrick, Doner

and Haggard（２０００，９９）に記載されているが，本

書表５―３には記載されていない。本書はインタビ

ュー調査によって上述の図表を作成したとしている

が，McKendrick, Doner and Haggard（２０００，９９）

の表をどこまで信用するべきかについて本書による

説明はなく，資料批判を行った形跡がない。なぜ，

削除と追加が行われたのかについて，説明を加える

べきではないか。

第５章のケーススタディでは，日本電産が売上高

を伸ばしながら積極的な国際化をしてきたことが明

らかにされている（注１０）。しかし，その他の多くの日

本メーカーは，国際展開が遅れアメリカ系メーカー

に比較して収益性も高くない。そのことが意味して

いるのは，国際化をしても国際競争には敗れること

があり，国内の事業構造を転換することもできない

場合がある，という事実ではないだろうか。

本書は，「むしろ多少の空洞化の危惧を恐れず，

比較劣位分野の技術移転と海外生産シフトを積極的

に行い，それを梃子にして本国側の比較優位創出と

事業構造転換を駆動していく姿勢が必要である」

（１１６ページ）と主張する。これは規範的命題であ

る。この主張に根拠がないことを第５章のケースは

明らかにしているのではないだろうか。事業構造の

転換を行いうるのは，日本電産やHOYAのような高

い技術力を備えた企業であって，国際化によって技

術力が高度化する，と想定することはできないし，

まして，本書のように，それを企業戦略として唱導

することにも疑問の余地がある。

本書は第５章の小括に自説を繰り返す。いわく，

「国際分業には本国側のイノベーション機能を強化

する働きがある」（１８５ページ）。しかし，国際分業

を起点としてイノベーション機能を強化させていく

論理的な連関は本書においては明らかにはされてい

ない。本書には同じ主張が本文中で繰り返されては

いるのだが，実証的根拠は乏しいのである。「国際

分業には本国側のイノベーション機能を強化する働

きがある」（１８５ページ）というよりはむしろ，実態

は逆であって，本国における強いイノベーション機

能をもつ企業が，国際分業を成功させるのではない

か。そのことを示唆する実証結果が本書において得

られているのではないだろうか。

５．比較優位の縮小と空洞化の拡大──第６章と

第７章──

第６章「中国家電産業の発展と日本企業」（注１１）も，

比較優位構造の変化という観点からは理解に苦しむ

研究結果である。中国に投資した日系家電メーカー

が過当競争に苦しみ「技術的に差別化可能な商品の

早期市場投入」（２１６ページ）をしてきたとすれば，

日本と中国との技術的な格差は解消に向かうはずで

ある。その場合，日本企業の対中国直接投資は，技

術集約的な商品に関する日本の比較優位を縮小する

方向に働く可能性があることになる。もしもそうで

あれば，比較優位が縮小した産業においては競争が

厳しくなり，コストの安い国で製造された製品が市

場シェアを獲得することになる。本書第６章にはそ

うした視点が乏しく，日中間の国際分業の存在のみ

が強調されている。

第７章において著者は企業の国際化によって日本

国内の空洞化を食い止められる可能性を指摘する。

しかし，アルプス電気の事例は，むしろ空洞化が進

行したことを示している。本書図７―１が示すのは，

アルプス電気が１９９３年を底として９０年代後半には輸

出に牽引された売上高増加を示したことである。し

かし，本書図７―２が示すように外注加工比率は低

下したままであり，１５パーセントを超えることはな

かった。アルプス電気の国際展開は日本国内の雇用

を喪失させたが，本書は表７―２（A）から表７―２（B）

を示しつつ，「９５年と２００１年の下請企業の雇用状況

を比較すると，SK電気，NY電子，HL電子，HZ電

子など，かつてアルプス電気の一次下請企業であっ
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た中堅企業の多くで雇用減少に下げ止まり傾向が見

られる」（２５２ページ）と指摘する。しかしながら，

本稿表４に再計算したように，本書によるケースス

タディの対象となった企業について１９９５年と２００１年

の雇用者数合計を比較すれば５８７名の雇用者減が続

いており，２４．４パーセントの減少である。「下げ止

まり」という表現も曖昧であって，SK電気，NY電

子，HL電子，HZ電子では，１９９０年に比較すれば，２００１

年に各社それぞれ１８３名，４０８名，１０６名，１９６名の減

少である。空洞化が産業レベルで集計される概念で

ある以上，１９９０年代には雇用の空洞化が深刻化した

と判定せざるを得ない。

本書によるケーススタディは，１５社中の４社，３

分の１弱の企業が「経営自立化」（２５３ページ）に成

功したと判定している。しかし他方では，地方の下

請けメーカーにとって事業構造を転換することは容

易な課題ではなく，３分の２以上の企業にとっては，

雇用拡大にはつながらない性質のものであった，と

いう事実をデータは示している。その事実を本書は

無視している。

Ⅳ 研究の基礎的手続き

１．誤字と誤植

１冊の著作において，誤字を避けることは至難の

業である。あるいは，この書評論文にも誤字が残さ

れているかもしれない。しかし，その数が数十にお

よぶとなれば，著作の信頼性そのものに疑念を抱く

ことにもなる。付表１には，評者の気づいた範囲で，

本書における単純な誤字・誤記，こなれない日本語

と判断されるものを記載した。同表に「正しい表記」

と記載したのは，評者の想定する「正しさ」である

ので，著者は異なる表現を正しいものとして主張さ

れるかもしれない。問題は，付表１の「誤記」のも

とでは，本書に記載された文章の意味理解に困難を

きたすことにある。

１９９０年 １９９５年 ２００１年

IK電子
UK工業
EM電子
OS電子
UM製作所
KG電機
SK電気
SS電気
TB産業
TM工器
NY電子
HL電子
HMエレクトロ
HZ電子
MS電子

３６０
１４７
１８５
１２０
７６
１０７
３５０
１７０
１６６
４３
９５８
２９５
１１６
３１６
５３０

１９５
n.a

１４４
９８
n.a

８３
１５０
２００
n.a

n.a

６００
１６６
１２９
１２８
５１５

１３０
n.a.

２８
n.a.

n.a.

７９
１６７
９０
n.a.

n.a.

５５０
１８９
１１３
１２０
３５５

合計
変化

３，９３９ ２，４０８
－１，５３１

１，８２１
－５８７

（出所）本書表７―２（A）および表７―２（B）より再掲。評者

が合計と変化を再計算した。

表４ 本書表７―２（A）および表７―２（B）に掲げられた雇用者数

│││││││││││││││││││││││││││││││書 評 論 文│││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││││

56



２．特殊な引用と誤訳

評者が，本書の精読を行う過程で，著者本人に尋

ねなければ理解できない記載があった。

本書（４５ページ）は，第１の「鍵概念」である「立

地優位性の追求」についてPenrose（１９５９）８ペー

ジに依拠して議論を進めた，としている。しかし，

評者は，Penrose（１９５９）の該当個所を探しても本

書４５ページでの引用個所をみつけることができなか

ったため，その点について著者にメールを通じて尋

ね，そして，著者からの回答を得た（注１２）。すなわち，

本書４５ページに，Penrose（１９５９）８ページとある

のは誤記であり，１９９５年に第３版として出版された

前書きのxiiiページ（１３ページ）である，というの

が答えであった。本書が引用したのは，Penroseが

３６年前の自らの著作を振り返って１９９５年に追加記載

した「前書き」（Forward to the Third Edition）であ

り，Penrose（１９５９）の本文ではない（注１３）。さらに

いえば，この部分について立地の優位性を議論した

個所として解釈することには，無理があるように思

われる（注１４）。

本書６３ページにおけるSmith（１７８９）（注１５）の引用個

所についても，該当個所をみつけることができなか

った。この点について筆者に尋ねたところ，該当の

英文は，“Among man, on the contrary, the most

dissimilar geniuses are of use to one another ; the

different produces of there respective talents, by the

general disposition to truck, barter, and exchange,

being brought, as it were, into a common stock,

where every man may purchase whatever part of the

produce of other men’s talents he has occasion for.”

（１９９４年版，１８ページ）であるという。本書６３ペー

ジによれば，この部分の訳が「人間社会においては，

異なる才能がお互いに必要とされ，個々の能力から

生み出された生産物が，交換や取引を通じて，社会

的な富を生み出す」になるという。

Smith（１７８９）は，この文脈ではまだ「社会的な

富」を議論しておらず，“a common stock”は“wealth”

とは明確に異なる意味で用いられている。本書の引

用した第１編第２章は，犬同士が骨を交換すること

をみたためしがない，という叙述に続き，Smithが

人間による交換を一般的に論じた個所である

［Smith１７８９］。大内・松川の訳によれば，「これ

に反して，人間のあいだでは，もっとも異質な天分

こそがたがいに有用なのであって，それぞれの才能

のさまざまの生産物は，取引し，交易し，交換する

という一般的性癖によって，いわば共同資材のなか

にもちこまれるのであるから，あらゆる人は，自分

が必要とする他の人々の才能の産物のどのような部

分をも，そこから購買することができるのである」

［スミス１９５９，１２３］。ここでは，common stockは，

「共同資材」と訳されており，本書訳における「社

会的な富」とは異なる訳が与えられている。

本書表５―５はMcKendrick, Doner and Haggard

（２０００）のTable 3.2を訳出したものであるが，Ge-

nericを「ゼネラル」，moderateを「弱い」，interme-

diate inputsを「産業連関」，specialized laborを「特

殊的人材」と訳している。こうした訳の試みは，あ

るいは本書独自の苦心の訳であるかもしれないが，

Genericを「基本的な」，moderateを「適度な」，inter-

mediate inputsを「中間財投入」，specialized laborを

「専門的人材」と訳したほうが原文の意味が伝わる。

少なくとも，Genericは Generalではない。

お わ り に

基本的な命題の新規性が曖昧で，実証研究の手続

きに疑義があるときに研究発表を慎むように勧める

システムが学術論文のレフェリー制度である。しか

し，日本には出版社から刊行される単著について，

そのシステムがない。社会科学におけるひとつの著

作について検討したときに，基本的な「鍵概念」に

もとづく理論的考察に脆弱性がみられ，実証研究の

手続きに疑問があり，翻訳された文章を原文と照合

すると齟齬があり，数十の誤字・脱字をともなう日

本語表現にあふれている著作をいかに評価するべき

だろうか。

評者は熟慮を重ねた末に，本稿を発表することが

同じ専門分野を探求する研究者としての責務である

と感じた。科学的研究には，命題の独自性（オリジ

ナリティ），実証研究の手続き，翻訳の適切さ，誤
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字・脱字のない文章など，いくつかの次元で満たす

べき基礎的条件がある。誤字・脱字のない文章を発

表するように心がけるといった地道な作業の巧拙が，

新たな学問的発見の喜びと隣り合わせに存在してい

るといってもよい。

本稿では，本書の抱える問題点について順を追っ

て説明してきた。本書には，社会科学の研究として

見逃してはならない論点がいくつかあり，それらを

見逃すことは同じ研究分野に携わる専門家として，

いわば「不作為」による知的怠慢になると思わせる

ものがあったからである。たとえば，耐震設計に脆

弱性のある建築物があることを知った建築の専門家

は，その点について沈黙し続けるべきだろうか。建

築物の内部構造を解明し，斬新で優れた建築物には

高い評価をし，問題点の残る場合にはその具体的な

事実を指摘することこそが，専門家の責務ではない

だろうか。とりわけ本書のように，企業に対する経

営戦略の提言を含んでいる場合には，その根拠を検

討する必要がある。もちろん，本稿で指摘した事実

については著者からの反論を期待したいと思ってい

る。健全な論争は科学にとって重要であるし，本稿

にまとめた評者の指摘や，読み方にも誤りがあるか

もしれない。また，本稿の読者にも，評者の指摘し

てきた諸点について，中立的な立場から改めて検討

をして頂きたいと切に願ってもいる。

最後に，海外直接投資による比較優位の創出とい

う命題が，なぜ小島を中心とした少数の研究者にの

み共有された命題であったのかについては，若干の

注釈を必要とするかもしれない。すでに本稿第Ⅱ節

で詳述したとおり，比較優位の結果として得られる

「貿易利益」がどの国に帰属するかは，交易条件に

依存する。直接投資によって比較優位の格差が広が

ったとしても，交易条件が自国に有利とならなけれ

ば国富は増加しない（注１６）。比較優位は，要素賦存が

異なればいかなる国にも存在しうる。理論的には，

海外直接投資がその比較優位構造を強めるか，弱め

るかは，本書において試みられたような産業分析に

立脚した部分均衡分析では立証できない。そして，

その課題は小島（１９７１；１９８１；１９８５；１９８９；２００４）

の一連の著作においても立証されたとはいいがたい。

この点について積み重ねられてきた多数の批判につ

いての紹介と検討は，別稿の課題である。

（注１） 吉原（２００６）では４１ページ，図２―１と，２９

ページに記載された４つの論理構成とが接続されてい

ない，という鋭い指摘があった。

（注２） 本書には，２００６年・第２２回大平正芳記念賞

が授与された。

（注３） 小島による英文の著作も多い。たとえば，

Kojima（１９７８）には，直接投資の動機（the motivation

for direct foreign investment）が述べられており，◯１

天然資源志向，◯２労働力志向，◯３市場志向あるいは貿

易障壁誘引型，◯４寡占型，◯５生産およびマーケティン

グの国際化，という５つの要因が述べられている

［Kojima１９７８，８４―８５］。

（注４） ただし，吉原（２００６）が，本書におけるど

のような論点と主張にオリジナリティがないと主張し

ているのか，必ずしも明らかではない。

（注５） いうまでもなく，輸入価格が低下すれば消

費者余剰が増えて，輸入をする国の消費者が恩恵をこ

うむることはある。表２の注には作表の仮定を記した

が，クールノーによる数量競争，ベルトランによる価

格競争，シュタッケルベルクによる既存企業の存在と

推測的変動の考慮，Suzumura and Kiyono（１９８７）に

よる過剰参入定理など，様々な仮定をおいて議論する

ことが可能である。本来，数理的な定式化を行った厳

密なモデル分析について検討されなければならないの

であり，いい換えれば，表２が成立しない状態を仮定

することも可能である。問題の本質は，本書の想定す

る理論水準がそうした曖昧さを残したものである，と

いう点にある。

（注６） タカ・ハトゲームについては，たとえば，

Osborne and Rubinstein（１９９４）を参照されたい。

（注７） 参入企業数と利潤率の関係については�
pqi��Ci

�qi
pQ

�� si 1��i( )� という関係が知られている。たと

えばWaterson（１９８４，１８―２０）を参照されたい。

（注８） 日本国内に産業空洞化が起こっているとい

う指摘は安室（２００７）による本書の書評においても，

すでに指摘されている。

（注９） 別の箇所にも類似した問題がある。表６―１
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ページ
行ないし記載個所
（評者による注記）

誤記 正しい表記

ii

６
６
９
９
１１
２４

３３

３９

４３
５６
５７
５７

５９
１０２
１０４

１１０
１３８
１４９
１５２

１５４と１５５
１６５

１７４
１７４
１７５

１７６

１７８

２２０
２２７

２２９

２３０

下から５行目
（句読点もれ。）
上から１行目
上から４行目
下から８行目
下から２行目
下から１行目
上から３行目

下から１０行目
（英文も同様。）
下から６行目

下から９行目
下から４行目
下から１２行目
下から８行目

下から５行目
表３―７
下から３行目

上から２行目
表４―１２
脚注２下から７行目
図５―１

表５―１と表５―２
下から６行目

上から１０行目
下から４行目
下から６行目

下から５行目

下から２行目

上から３行目
上から１３行目

上から４行目
（１９６８年か？）
上から５行目

「大きく深く考えること」博士

外資導入による輸出化
輸出工業化政策
「自動車効用経営促進法案」
福徳
関・池谷［１９９７］），李［１９９７］。
輸入代替工業化の時期からの先駆けた進
出
プロダクション・クラスター

立地適正

ownershipspecific
経験の経済
所与として賦存している
現地の資源の潜在能力の育成

量産体制を構築した，現地の
指定式
直接投資の拡大と
期を同じくして
産業空洞化の危惧を恐れる
指定式
新興企業に競争劣位に至る
（表の横軸の年度がずれている。）

１万８４０２万台

愛称問題
愛称が悪い
メディアメーカーは

シーゲートなどを競合

密着さ

産業生成
独資によって

１８６８年に

末吉健吉

「大きく深く考えること」。博士

外資導入による輸出
輸出指向工業化政策
「自動車工業経営促進法案」
福特六和
関・池谷［１９９７］，李［１９９７］）。
輸入代替工業化時代の先駆けとなった進
出
オペレーショナル・クラスター

立地適性

ownership−specific
経験曲線
賦存している
（不明）

量産体制を構築した。現地の
推定式
直接投資の拡大と
時を同じくして／軌を一にして
産業空洞化を危惧する
推定式
新興企業が競争劣位に至る

１億８４０２万台

相性問題
相性が悪い
メディアメーカーが

シーゲートなどの競合

密着

産業育成
単独出資によって

（不明）

末吉健治

（出所）評者作成。

付表１ 本書にみられる誤記と，想定される正しい表記

（あるいは「立地の適正化」か。５９，６４，６５，６６，６８ページにも「立地適正」とある。）

（「潜在的な能力」を「育成」できるのか意味がわからない。「育成」ではなく「発見」か。）

（１９７６年から９７年で終わるべきところ，２年分のデータがはみだしている。）
（資料の表記の順番が各表で異なっている。表５―１の表記方法が一般的。）

（正確な数値は不明。）

（原文は，「メディアメーカーはドライブメーカーの近隣諸国に量産工程を設置することのメリットは極
めて大きい」）

（原文は，「それまでシーゲートなどを競合他社で２０年以上もの経験を持つ技術者で」）

（あるいは「緊密さ」か。）

（「独資」では中国での直接投資の分類と紛らわしい。）
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の出所としては天野・範（２００３）が挙げられているが，

同様の表を天野・範（２００３）で引用しており，そこで

は高城（１９９４）が出所として掲げられていた。すなわ

ち，本書だけを読む読者は，表６―１の出所である高城

（１９９４）にたどり着けない。

（注１０） 日本経済新聞社（２００４）によれば，信濃特

機，パプスト，安川電機，ソニー，日本サーボ，富士

電機がHDD用スピンドルモーター市場に参入してお

り，１９８８年に撤退していったという。日本電産の主要

顧客はシーゲートとNECであった［日本経済新聞社

２００４，２４１―２４３］。本書１６９ページに示されている表５―４

には，これら１９８０年代に撤退したHDD用スピンドル

モーター製造メーカーについての記述がなく，NEC

についての調査もない。

（注１１） すでに吉原（２００６）には事実誤認にもとづ

く複数の誤記の指摘がある。たとえば，「エレクトロ

ラックス」を「エレクトラックス」と誤記している，

ウィルプールはワールプールの誤りである，海爾集団

は上海証券市場に上場しておらず青島海爾が上場した，

などである。

（注１２）２００６年４月２０日。

（注１３） 本稿を作成するきっかけは，ここに記載し

たPenrose著作の引用箇所が誤っていたことにあった。

本書を参考にして新たな研究を進めようとする後進の

研究者にとっては，確認の困難な引用の欠落と誤引用

になっていたのである。

（注１４） Penrose（１９９５，１３）の該当個所は次のと

おりである。 “The relevant environment, that is the set

of opportunities for investment and growth that its en-

trepreneurs and managers perceive, is different for

every firm and depends on its specific collection of hu-

man and other resources. Moreover, the environment is

not something ‘out there’, fixed and immutable, but can

itself be manipulated by the firm to serve its own pur-

poses.”

（注１５） 本書および評者もA. Smithの初版ではなく

E. Cannan版（１９０４年）をもとに議論しているため，

Smith（１７８９）として，その出版年を記した。

（注１６） 標準的な教科書としては，たとえば，クル

ーグマン＝オブズフェルド（２００１）を参照されたい。

文献リスト

＜日本語文献＞

天野倫文・範建亭２００３．「日中家電産業発展のダイナミ

ズム──国際分業の展開と競争優位の変化──（上）

（中）（下）」東洋大学『経営論集』第５８号・第５９号・

第６０号．

クルーグマン，P. R.＝オブズフェルド，M.２００１．『ク

ルーグマン国際経済学』（吉田和男監訳）エコノミ

スト社．

小島清１９５８．『日本貿易と経済発展』国元書房．

───１９７１．「海外直接投資の理論──アメリカ型と日

本型──」『一橋論叢』第６５巻第６号．

───１９８１．『多国籍企業の直接投資』ダイヤモンド社．

───１９８５．『日本の海外直接投資──経済学的接近─

─』文眞堂．

───１９８９．『海外直接投資のマクロ分析』文眞堂．
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